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研究成果の概要：本研究では，地域で自立した生活を送り，さらに経年的に追跡が可能な者と

して高齢者大学に在籍する者を対象として，生活満足感やその向上にかかわると考えられるセ

ルフ・エフィカシー（自分の行動に対しての見通し）について 3 年の間隔をおいて調査を実施

した。結果，高齢者大学に在籍する者について，3 年後に生活満足感の向上がみられた。セル

フ・エフィカシー等の関連要因については変化がみられなかった。 
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１．研究開始当初の背景 

誰しも年を重ねて，高齢期に至る。この高
齢期に，いきいきと笑顔で生活している人も
いれば，非常に暗い表情で苦しそうに生活し
ている人もいる。 

すでに高齢社会に突入している日本の平
均寿命は 2003（平成 15）年には男性が 78.4
年，女性が 85.3 年と，世界有数の長寿国と
なり，100 歳以上の長寿者も 2004（平成 16）
年には 23,038 人と大幅に増加し，「100 歳」
が珍しい時代ではなくなってきている。2006

（平成 18）年に報告された高齢化率は 20.04%
と上昇する一途である（内閣府，2006）。こ
うした高齢期の生活の質（QOL）を向上させ
る，または充実させる要因を解明しようとす
る研究が進められ，高齢期の身体的な機能の
低下がありながらも，QOL の高い生活を実現
するための効果的な支援が模索されている。 
高齢者のいきいきとした生活を支えるも

ののひとつとして，『だれかとなにかをする』
という社会的活動をあげることができる。何
か活動するためには，その活動がうまくやれ
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そうだという見通しをもっていると，良い結
果につながることが多い。この何か行動する
にあたっての見通しや遂行可能感のことを
セルフ・エフィカシー（self-efficacy）と
呼ぶ（Bandura，1977）。セルフ・エフィカシ
ーは人間の行動を決定する先行要因の 1つと
して考えられており，肯定的なセルフ・エフ
ィカシーは，目標達成を成し遂げるにも，心
理的なウェルビーイングにも貢献すると考
えられている（Bandura，1995）。つまり社会
的に困難な状況に陥っている人にとって，否
定的なセルフ・エフィカシーがさらに不安や
失敗行動につながり，悪循環がくり返される。
しかし，肯定的なセルフ・エフィカシーをも
つと，不安が少なく，より達成につながる行
動を生じさせることが可能となり，安定した
生活を築いていくことができるだろうと見
込める。 

高齢期には経済的不安を抱いたり，記憶力
や体力の衰えを感じたりする機会が増え，社
会的つながりの喪失体験を重ねていくとい
ったストレスフルな状況に晒されることが
多い。このような時期に，セルフ・エフィカ
シーを指標とした社会的活動を提供するサ
ポートは，心理・社会的に安定した生活を送
る一助になるのではないだろうかと考えら
れる。以上のことから，高齢期にどのような
社会的活動を通してセルフ・エフィカシーを
高め，その自己への自信を基本にして対人関
係をどのようにとらえながら生活している
のかということを明らかにすることが重要
となる。 

セルフ・エフィカシーは行動に密接した概
念であることから，行動を促進する際の指標
としても有効であり，保健・健康分野では高
齢者のヘルスプロモーション活動の指標と
して，社会福祉分野では介護予防の指標とし
ても有用であると考えられる。高齢期におけ
るセルフ・エフィカシーの意義は以下のよう
にまとめられる。a）セルフ・エフィカシー
を高めることによって，さらなる問題解決行
動に結びついていき，こうした経験は高齢者
にとって，自分自身の行為に対する自信につ
ながると考えられる。b）記憶力・体力など
の衰えや病気，近親者との死別など，ストレ
ス性の出来事が多く起こると考えられる老
年期において，抑うつ状態に陥らずに長期的
に耐えることができるかどうかについての
大きな要因の 1つとして自己効力感の認知が
あげられる。c）セルフ・エフィカシーを高
めることによって，高齢者が望ましい行動変
容を起こし，積極的に自らの生きがいを追及
したり，そのための活動や福祉施策などに積
極的に参画，実践し，生きがい感を持つこと
が期待できる。d）セルフ・エフィカシーを
強化することで QOL，生きがい，生活満足感
や心身の健康度を高め，そのための行動変容

をもたらすことができるという考えに基づ
き，セルフ・エフィカシーを心理・社会的指
標として用いることが可能と考えられる。e）
セルフ・エフィカシーに関する研究成果は，
福祉に関する政策策定や実施プログラムの
具現化に有用な示唆や方法論を提示する可
能性をひめていると考えられる。f）セルフ・
エフィカシーは個人の福祉関連行動の動機
づけ，行動変容，アドヒレンスに強い影響を
与えることで，福祉に関する政策策定や実施
プログラムの妥当性や効果等の実践的有用
性をもつと考えられる。g）介護者の状態を
とらえるための心理・社会的指標としてセル
フ・エフィカシーを用いることが可能と考え
られる。 
さらに，高齢期におけるセルフ・エフィカ

シー研究の臨床福祉学における意義につい
て，以下の 3点に集約することができるだろ
う。1）セルフ・エフィカシーを指標として，
それを高めるような効果的な支援の提供が
可能である。セルフ・エフィカシーが高い人
は，不安が少なく，より達成につながる行動
を生じさせることが可能であり，そうしたこ
とによって安定した生活を築いていくこと
ができる。この指標を手がかりとして，効果
的な支援を探求することが可能である。2）
セルフ・エフィカシーを指標とすることによ
って，その支援の効果測定が可能である。支
援の効果測定が可能となることによって，エ
ビデンスに基づく支援の提供が可能となる。
これは安定した支援供給体制策定につなが
るだろう。3）具体的な支援方略を提供する
ことが可能である。セルフ・エフィカシーは
行動に密接した概念であり，高齢者のウェル
ビーングにつながる行動を分析することに
より，その行動を起こしやすい支援・環境調
整が可能である。本研究で高齢期にセルフ・
エフィカシーを維持するまたは高める要因
を解明することによって，ソーシャル・ワー
ク実践における効果的支援の一端を担うの
ではないかと期待される。 
本研究の理論的枠組みとしては，Bandura

が提唱した社会的学習理論（social learning 
theory）を主軸に論じていく。これは認知行
動論的アプローチ（cognitive behavioral 
approach）の背景理論のなかの 1 つである。
認知行動論的アプローチは高齢者福祉に限
らず，社会福祉（ソーシャル・ワーク）実践
（social work practice）における主要なア
プローチの１つである。 
高齢期におけるセルフ・エフィカシーの研

究について，セルフ・エフィカシーの維持・
向上に影響を及ぼす要因について解明する
ため，1 年間の間隔をおいてデータ収集をす
るという縦断的研究が試みられた（九十九，
2007）。仮説は，一般的セルフ・エフィカシ
ーおよび対人的セルフ・エフィカシーは 1年



 

 

後に低下する，そして一般的セルフ・エフィ
カシーの関連要因も低下する。調査対象地域
は H 県（都市部）。調査対象者は，60 歳以上
の男女で，高齢者大学に所属する者。自記式
質問紙を用いて，所属機関において集団で実
施。第 1 次調査は 2005 年 5 月に，高齢者大
学で実施。第 2次調査は，1年後の 2006 年 5
月に同高齢者大学で実施。調査票は第 1次調
査と同様の内容を含む自記式質問紙を用い
て，同様の方法で実施。有効回答数は，性・
年齢等の記載不明を除く 278名。調査項目は，
a）基本的属性，b）セルフ・エフィカシー，
c）対人的セルフ・エフィカシー，d）社会活
動，e）身体状況（健康自己評価・体力自己
評価），f）生活満足感を選定した。繰り返し
の t検定の結果，一般的セルフ・エフィカシ
ーでは 1年後の変化はみられなかったが，対
人的セルフ・エフィカシーは 1年後に増加し
た（t=-2.05，p<.05）。個人的活動について
も 1 年後に得点の増加がみられ（t=-3.51，
p<.001），生活満足感については，1年後に得
点の増加傾向がみられた（t=-1.72，p<.10）。
在宅高齢者の一般的なセルフ・エフィカシー
の縦断研究から得られた結果を基に立てた
仮説は，今回の高齢者大学における調査から，
一般的セルフ・エフィカシーでは変化がみら
れず，対人的セルフ・エフィカシーでは得点
の増加がみられたという結果が得られたた
め，支持されなかった。一般的セルフ・エフ
ィカシーについては，先行研究より在宅高齢
者の一般的セルフ・エフィカシーが減少して
いくと考えられており，高齢者大学に所属し
ているものは増加している者が減少する者
と同程度存在するとすれば，その一般的セル
フ・エフィカシーを高めている要因として，
高齢者大学への所属している効果が考えら
れる。対人的セルフ・エフィカシーの増加に
ついては，高齢者大学という場での対人接触
の機会増加に伴い，人付き合いのスキルを身
につけられたり，役割を果たすことによって
自身の存在感を取得したりといったことが
関与している可能性がある。しかし，この結
果では一般的セルフ・エフィカシーの変化は
みられず，さらに経年的に調査をする必要が
窺われた。 

本研究では，調査を半年から 1年間隔で実
施し，それを 2年間継続することでさらに先
行研究を発展させ，セルフ・エフィカシーへ
の影響要因を明確にすることが可能と考え
られる。それは，高齢期の生活をさらに充実
させるために役立つ示唆となるだろう。また，
本邦での高齢期におけるセルフ・エフィカシ
ーの縦断研究が僅少である点においても，本
研究は重要な資料を提供することとなるだ
ろう。 
 
 

２．研究の目的 
本研究では，地域に暮らす自立した高齢者

のセルフ・エフィカシー及びその関連要因に
ついて縦断研究を実施することによって，高
齢者のセルフ・エフィカシーの維持・向上の
要因を明らかにし，高齢者福祉実践における
基礎的研究に資することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
本研究では，縦断研究を行うことによって，

高齢期におけるセルフ・エフィカシーの変容，
さらにその変容に影響する要因を検討する
ことによって，高齢期におけるセルフ・エフ
ィカシーの維持・向上の要因を解明すること
を目的としている。そのため，2 年間に渡っ
てデータを収集し，継続的にセルフ・エフィ
カシーおよびその関連要因の変化を検討す
る。 

調査対象者としては，地域で自立した生活
を送り，さらに経年的に追跡が可能な者とし
て高齢者大学に在籍する者を対象とする。デ
ータ処理が可能であれば，本研究では 2 つの
高齢者大学にわたって調査を実施する。 

高齢期におけるセルフ・エフィカシーにつ
いての先行研究において，個人差が著しいな
どのことから，横断的研究では高齢者の一般
的セルフ・エフィカシーの平均は年齢を追う
ごとに低下するとの一定の結果は得られて
いないが，身体的な衰えおよびそれに伴う諸
機能の低下，さらに環境の変化などもあって
男女ともに一般的セルフ・エフィカシーは低
下していくことが想定された。実際に，縦断
的研究では加齢に伴いセルフ・エフィカシー
が 低 下 す る と の 報 告 も な さ れ て い る
（Woodward et al.，1987；Mendes et al.，
1996；McAway et al.，1996）。 

以上の結果から，九十九（2007）では一般
的セルフ・エフィカシーは年を重ねることに
より低下すると仮説を立て，さらに加齢によ
る影響は一般的セルフ・エフィカシーよりも，
特定的セルフ・エフィカシーに如実に現れる
可能性が高いため，男女とも特定的セルフ・
エフィカシーと年齢との間に負の関連を持
つと仮説を立てた。しかしながら，高齢者大
学に在籍する高齢者は一般の在宅高齢者と
異なる性質を持ち合わせている可能性があ
り，結果も仮説を支持せず，一般的セルフ・
エフィカシーに変化はみられなかったが，特
定的セルフ・エフィカシーとして測定された
対人的セルフ・エフィカシーについては向上
していた。 

そこで本研究の仮説は，高齢者大学に在籍
する高齢者の特定的セルフ・エフィカシーは
その向上が顕著にみられ，その後一般的セル
フ・エフィカシーの向上もみられるようにな
る，とする。 
調査項目として，a）基本的属性，b）セル



 

 

フ・エフィカシー，c）対人的セルフ・エフィ
カシー，d）社会活動，e）身体状況（健康自
己評価・体力自己評価），f）生活満足感を選
定した。基本的属性については，年齢，性別，
家族構成，配偶者の有無，職業の有無，経済
状況，健康状態について質問。セルフ・エフ
ィカシーの測定には，前田・東條（1995）に
よって作成され，その信頼性と妥当性が確か
められている「老人用一般性自己効力感尺
度」を使用。対人的セルフ・エフィカシーに
ついては，松島（2001）によって作成された
「成人用対人的自己効力感尺度」をもとに高
齢者に適した表現に改変したものを使用。社
会活動については，橋本・青木・玉腰・柴崎・
永井・川上・五十里・尾島・大野（1997）が
開発し，その再現性，妥当性が確認されてい
る高齢者の社会活動指標を使用。身体状況に
ついては，健康自己評価および体力自己評価
を行う。また，生活満足感は古谷野（1982）
が作成しその構造が確認されてきた（古谷野，
1990）「生活満足度尺度 K（LSI-K）」を使用。 
データ入力については，調査実施者以外の

1～2 名に入力作業を依頼する。 
分析方法として，繰り返しの t 検定を使用

する。分析には SPSS12.0J を使用する。 
 
 
４．研究成果 

調査対象者は高齢者大学に在籍する者と
した。先行研究として実施した縦断研究の対
象者の内，高齢者大学で 1 年目と 4 年目に調
査を継続して受けている者を分析対象者と
した。 
分析対象者は 98 名（男性 62 名，女性 36

名）であった。平均年齢は 66.02（SD＝4.19）
歳で，男性の平均年齢は 66.15（SD＝4.13）
歳，女性の平均年齢は 65.81（SD＝4.34）歳
であった。 

セルフ・エフィカシー，対人的セルフ・エ
フィカシー，健康自己評価，体力自己評価，
生活満足感（LSI-K）において男女差はみら
れなかったため，以下，分析対象者すべてに
対して分析することとした。 
 
 

図 1 LSI-K の平均値 
 

繰り返しの t 検定の結果，セルフ・エフィ
カシー，対人的セルフ・エフィカシー，健康
自己評価，体力自己評価において有意差はみ
られなかった。LSI-K のみ，有意差がみられ
た（t=-10.28，p<.001）。LSI-K の 1 年目の
平均値は 5.30（SD=1.91），4 年目の平均値
は 8.33（SD＝3.17）であった（図 1）。 
以上の結果から，本研究の仮説は支持され

なかった。しかし，生活満足感の向上が確認
された。 
セルフ・エフィカシーや対人的セルフ・エ

フィカシーにおいては，向上も低下もみられ
なかった。個別のデータをみると得点の増減
がみられているため，今後は得点の増加，も
しくは低下がみられているケースそれぞれ
に対して，その関連要因について詳細な検討
を重ねる必要があるだろう。また，海外にお
ける先行研究では低下がみられていたが，日
本ではそれとは異なり，あまり変化がみられ
ない可能性がある。今後，日本において縦断
研究が進められ，確認されることが望まれる。 

生活満足感については，得点の上昇がみら
れた。高齢者大学に通学することを通して，
交友関係が広がったり，趣味に興じたりする
ことを通して，充実した生活を送っており，
そこから生活満足感が高まったのかもしれ
ない。健康自己評価や体力自己評価に変化が
みられなかったことから，あまり積極的には
言えないが，行動や移動することへの不自由
さが増大しているとは考えられにくく，それ
も生活満足感の高まりに影響を与えている
可能性が考えられる。 
今回，調査対象者は 1高齢者大学に在籍す

る者のみであったため，調査結果に偏りがみ
られる可能性がある。今後はさらに調査対象
者を広げる必要がある。また，縦断研究を通
して生活満足感に与える影響についても精
査することが，高齢者のいきいきとした生活
を維持する要因を追及するために必要とな
るであろう。そして，生活満足感に対して，
セルフ・エフィカシーがどのような影響を及
ぼしているかについて，さらなる検討を重ね
たい。 
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